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証券コード　6042

平成28年６月10日

株 主 各 位
神奈川県厚木市上依知3029番地

取締役社長 和 田 　 孝

第125期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　本年４月の熊本地震により、被災された株主の皆様には心からお見
舞い申しあげます。
さて、当社第125期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県海老名市中央二丁目９番50号

オークラフロンティアホテル海老名
２階「プリマヴェーラ」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第125期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第125期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第５号議案 当社株式の大規模買付行為への対応策(買収防衛策)更新の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場
合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.nikkinet.co.jp/）
に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績や雇用・所得環境の改

善が見られるなど、緩やかな回復基調で推移しましたが、年明け以降の急

激な円高・株安等により大きな影響を受けつつあります。一方、世界経済

は、米国では個人消費等の内需を中心に底堅く推移し、欧州でも緩やかな

景気回復が見られましたが、中国経済の減速が鮮明になり、この影響から

資源国・新興国等の成長が鈍化し、国際情勢の不安も加わり、先行き不透

明な状況が続いております。

　このような状況のもと、当連結会計年度の業績は、タイ市場の回復の遅

れや不採算取引の縮小等により、連結売上高は89億３千６百万円（前連結

会計年度比13.2％減少)となりました。

　損益につきましては、ガス機器部門の採算性向上や不採算取引の改善効

果等により、営業利益は７億２千７百万円（同21.8％増加）となりました

が、円高の進展に伴う為替差損計上により経常利益は６億６千８百万円（同

7.2％減少）、また、親会社株主に帰属する当期純利益は非支配株主に帰属

する当期純利益の増加により４億９千８百万円（同20.7％減少）となりま

した。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　ガス機器事業はタイ市場の回復の遅れ等により、売上高は39億２千６百

万円（同6.7％減少）となりましたが、受託開発売上割合の増加等により、

営業利益は２億７千９百万円（同50.4％増加）となりました。

　汎用機器事業は不採算取引の縮小等により、売上高は39億４千６百万円

（同20.3％減少）となりましたが、採算性の改善等により、営業利益は１

千４百万円（前連結会計年度は９千３百万円の損失）となりました。

　自動車機器事業は自動車用気化器等の販売減少により、売上高は５億９

百万円（同13.0％減少）、営業損失は１千９百万円（前連結会計年度は４

千６百万円の利益）となりました。

－ 2 －

事業の状況



2016/05/27 21:03:25 / 15174157_株式会社ニッキ_招集通知

　不動産賃貸事業は売上高５億５千３百万円（同0.2％増加）となりました

が、設備更新に伴う減価償却費の増加等により、営業利益は４億５千２百

万円（同1.4％減少）となりました。

②　設備投資の状況

　当社グループ（当社及び一部の連結子会社）では、長期的に成長が期待

できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き、併せて省力化、合理化及

び製品の信頼性向上のための投資を行っております。

　当社グループの当連結会計年度の設備投資総額は４億４千９百万円であ

ります。

　ガス機器事業においては、新機種開発、受託実験及び生産合理化等のた

めの設備・装置に２億４千５百万円の設備投資を行っております。

　汎用機器事業においては、金型更新及び海外子会社における新機種対応

等に１億３千２百万円の設備投資を行っております。

　自動車機器事業においては、生産合理化等に７百万円の設備投資を行っ

ております。

　不動産賃貸事業においては、６千４百万円の設備更新の投資を行ってお

ります。

③　資金調達の状況

該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分

第　 122　 期

(平成25年
３ 月 期)

第　 123　 期

(平成26年
３ 月 期)

第　 124　 期

(平成27年
３ 月 期)

第　 125　 期
当連結会計年度

(平成28年
３ 月 期)

売  上  高(千円) 8,584,283 9,709,294 10,300,737 8,936,462

経 常 利 益(千円) 749,458 605,273 720,689 668,619

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 ( 千 円 )

909,155 528,399 629,109 498,603

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 96円98銭 56円37銭 67円12銭 53円20銭

総  資  産(千円) 11,557,247 12,816,258 13,807,327 13,085,939

(3) 重要な親会社及び子会社の状況等

①　親会社との関係
該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

瀋陽日新気化器有限公司 3,000千米ドル 90％ ガス機器及び汎用機器事業

N I K K I  A M E R I C A, I N C. 4,300千米ドル 100％ 汎用機器事業

NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC 6,230千米ドル 70％ 汎用機器事業

ニッキ・テクノ株式会社 10,000千円 100％ 自動車機器事業

株式会社ニッキ ソルテック サービス 30,000千円 100％ ガス機器及び自動車機器事業

NIKKI INDIA FUEL SYSTEMS PRIVATE LIMITED 250,000千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 100％ 汎用機器事業

N I K K I  ( T H A I L A N D )  C O . , L T D . 50,000 千 ﾀｲﾊﾞｰﾂ 90％ ガス機器事業

（注）１．NIKKI (THAILAND) CO.,LTD.は、当連結会計年度より重要性が増したため、連結子会

社に含めております。

　　　２．NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLCの出資比率70％はNIKKI AMERICA,INC.による間接所

有であります。

　　　３．NIKKI INDIA FUEL SYSTEMS PRIVATE LIMITEDの出資比率のうち10％は株式会社ニッ

キ ソルテック サービスによる間接所有であります。

　　　４．(注)２及び３以外の上記子会社の各出資比率は、全て直接所有であります。

－ 4 －
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(4) 対処すべき課題

　当社グループは、更なる成長・持続的な成長の実現に向け、これまで実施
してまいりました事業構造改革を更に継続進展させてまいります。ガス機器
事業につきましては、今後成長が見込まれる新興国はもとより、先進国につ
きましても事業拡大を積極的に推進してまいります。汎用機器事業につきま
しては、生産拠点の最適化をより一層進め、収益性・採算性の向上を更に推
進してまいります。
＜重点方針・施策＞
①　売上規模拡大
　１）未開拓市場（北米・欧州）への参入、中国市場での拡販、ボリューム

ゾーンである後改造市場への参入等により顧客数の増加を図ります。
　２）コア商品の拡充、差別化商品・低価格商品の開発等により商品の拡充

を図ります。
②　コスト低減・収益拡大
　１）ＶＡ／ＶＥ（ＶＡ＝Ｖalue Ａnalysis：既存の製品に対して改善を行

うコスト削減手法、ＶＥ＝Ｖalue Ｅngineering：開発設計段階から行
うコスト削減手法）の徹底推進により毎年確実な原価低減を図ります。

　２）グローバル調達を更に進めるとともに、合わせて受入検査体制の整
備・強化を進め、トータルコストの低減化を図ります。

③　事業領域の拡大
　１）開発・実験機能の拡充を進め、上流工程への関与強化・拡大を図りま

す。
　２）設備活用による受託実験業務への対応強化を図ります。

－ 5 －
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(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社グループは、ガス機器事業、汎用機器事業、自動車機器事業及び不動

産賃貸事業を行っております。その主な内容は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 主 要 な 事 業 内 容

ガ ス 機 器 事 業
ＥＣＵ(電子制御装置)、インジェクター及び噴射
システム機器類、ミキサ、ベーパーライザ、レ
ギュレータ等の製造及び販売

汎 用 機 器 事 業
汎用気化器(農業用・産業用)、船舶用気化器、二
輪及び汎用噴射システム機器類等の製造及び販売

自 動 車 機 器 事 業
スロットルボディ、気化器、アクセルワイヤユ
ニット、アクチュエータ等の製造及び販売

不 動 産 賃 貸 事 業 当社所有不動産の賃貸

(6) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）

①　当社

名 称 所 在 地

本 社 神奈川県厚木市

厚 木 工 場 神奈川県厚木市

シ カ ゴ 出 張 所 アメリカ合衆国ウィスコンシン州フランクリン

②　子会社

会 社 名 所 在 地

瀋 陽 日 新 気 化 器 有 限 公 司 中華人民共和国遼寧省瀋陽市

N I K K I    A M E R I C A , I N C. アメリカ合衆国ウィスコンシン州フランクリン

NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC アメリカ合衆国アラバマ州オーバン市

ニ ッ キ ・ テ ク ノ 株 式 会 社 神奈川県厚木市

株式会社ニッキ　ソルテック　サービス 神奈川県厚木市

NIKK I I N D I A F U E L S Y S T E M S P R I V A T E L I M I T E D インド共和国タミル・ナードゥ州

N I K K I  ( T H A I L A N D )  C O . , L T D . タイ王国ナコーンパトム県

－ 6 －
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(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事業の種類別セグメントの名称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ガ ス 機 器 事 業 131名 15名減

汎 用 機 器 事 業 334名 44名減

自 動 車 機 器 事 業 65名 ４名減

不 動 産 賃 貸 事 業 ― ―

全　　　社　　　（共　　　通） 53名 ９名増

合 計 583名 54名減

（注）１．使用人数は、就業人員であります。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管

理部門等に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

255名 ８名減 41.6歳 16.1年

（注）使用人数には、アルバイト及びパートタイマーは含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 横 浜 銀 行 852百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 680

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 511

株 式 会 社 神 奈 川 銀 行 310

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 150

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 40,000,000株

②　発行済株式の総数 10,000,000株

③　株主数 908名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ＩＣＨＩＧＯ　ＴＲＵＳＴ　ＰＴＥ．ＬＴＤ． 2,320千株 24.75％

ステート ストリート バンク アンド トラスト
カ ン パ ニ ー 　 ５ ０ ５ ２ ７ ７

480 5.12

谷 電 機 工 業 株 式 会 社 402 4.29

株 式 会 社 横 浜 銀 行 400 4.27

光 陽 投 資 有 限 公 司 400 4.27

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社  退 職 給 付 信 託
ソ ニ ー 株 ０ ０ ３ 口  再 信 託 受 託 者
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

400 4.27

株 式 会 社 富 士 精 機 製 作 所 306 3.26

株 式 会 社 神 奈 川 銀 行 260 2.77

株 式 会 社 り そ な 銀 行 250 2.67

ＣＢＨＫ－ＫＯＲＥＡ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ
ＤＥＰＯＳＩＴＯＲＹ－ＫＯＲＥＡ ＩＮＶＥ
ＳＴＭＥＮＴ ＡＮＤ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ

200 2.13

（注）持株比率は自己株式（627,732株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 8 －
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

取締役社長（代表取締役） 和 田 　 孝
NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC取締役会長
瀋陽日新気化器有限公司董事長

取　締　役 田 中 宣 夫 総務部長、経営企画室長、関係会社室長、
営業部管掌

取　締　役 佐 藤 勝 行
購買部長、設計部原価管理担当部長、
製造部・ＮＰＳ推進室・生産管理部管掌

取　締　役 ウメルジャン サウット 設計部先端技術担当部長、電子技術担当部
長

取　締　役 守 屋 元 治
品質保証部長、
統合マネジメントシステム室管掌

取　締　役 川 横 弘 司
実験部長、
生産技術部管掌

取　締　役 尾 見 雅 明 設計部長

取　締　役 佐 藤 順 哉

弁護士
石澤・神・佐藤法律事務所パートナー
三井金属鉱業株式会社社外取締役
サッポロホールディングス株式会社社外監査役
大正製薬ホールディングス株式会社社外監査役

取　締　役 松 村 　 隆

公認会計士
松村公認会計士事務所代表
興亜監査法人代表社員
株式会社万世社外監査役

監　査　役（常勤） 五 十 嵐 清 孝

監　査　役 染 野 光 宏
公認会計士
染野公認会計士事務所代表
株式会社サントラスト社外監査役

監　査　役 中 川 幸 三

公認会計士
中川幸三公認会計士事務所代表
キーコーヒー株式会社取締役［監査等委員］
株式会社プロネクサス社外監査役

（注）１．取締役佐藤順哉氏及び松村隆氏は、社外取締役であります。

２．監査役染野光宏氏及び中川幸三氏は、社外監査役であります。

３．監査役染野光宏氏及び中川幸三氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は、取締役佐藤順哉氏及び松村隆氏、監査役染野光宏氏及び中川幸三氏を東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としてお

ります。

③　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

10名
(２)

97百万円
(７)

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

３
(２)

18
(４)

合 計 13 115

（注）１．上記には、平成27年６月26日開催の第124期定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、昭和57年６月30日開催の第91期定時株主総会において年額120

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第103期定時株主総会において年額50

百万円以内と決議いただいております。

５．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額26百万円（取締役７名に対し24百

万円、監査役１名に対し２百万円）。

④　当事業年度に支払った役員退職慰労金
上記③のほか、平成27年６月26日開催の第124期定時株主総会決議に基づ

き、同総会終結の時をもって退任した取締役に対し支払った役員退職慰労
金は、以下のとおりであります。

・取締役１名に対し2百万円
　　（上記金額は、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含

めた役員退職慰労引当金繰入額2百万円であります。）

⑤　社外役員に関する事項
１）他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況・兼職先との関係

佐藤順哉氏は、石澤・神・佐藤法律事務所のパートナーを兼務してお
ります。なお、当社と同事務所の間には特別の利害関係はありません。

松村隆氏は、松村公認会計士事務所代表及び興亜監査法人代表社員を
兼務しております。なお、当社と各兼職先の間には特別の利害関係はあ
りません。
染野光宏氏は、染野公認会計士事務所代表を兼務しております。なお、

当社と同事務所の間には特別の利害関係はありません。
中川幸三氏は、中川幸三公認会計士事務所代表を兼務しております。

なお、当社と同事務所の間には特別の利害関係はありません。
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２）他の法人等の社外役員との兼職状況・兼職先との関係
佐藤順哉氏は、三井金属鉱業株式会社の社外取締役、サッポロホール

ディングス株式会社及び大正製薬ホールディングス株式会社の社外監査
役を兼務しております。なお、当社と同各社の間には特別の利害関係は
ありません。
松村隆氏は、株式会社万世の社外監査役を兼務しております。なお、

当社と同社の間には特別の利害関係はありません。
染野光宏氏は、株式会社サントラストの社外監査役を兼務しておりま

す。なお、当社と同社の間には特別の利害関係はありません。
中川幸三氏は、キーコーヒー株式会社の取締役［監査等委員］及び株

式会社プロネクサスの社外監査役を兼務しております。なお、当社と同
両社の間には特別の利害関係はありません。

３）当事業年度における主な活動状況

取締役会（13回開催） 監査役会（16回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役  佐 藤 順 哉 11回 84％ ―回 ―％

取 締 役  松 村 　 隆 10 100 ― ―

監 査 役  染 野 光 宏 13 100 16 100

監 査 役  中 川 幸 三 9 69 12 75

佐藤順哉氏は、必要に応じて、主に弁護士としての専門的見地から発
言を行っております。
松村隆氏、染野光宏氏及び中川幸三氏は、必要に応じて、主に公認会

計士としての専門的見地から発言を行っております。
松村隆氏は、平成27年６月26日開催の第124期定時株主総会において選

任されたため、取締役会の開催回数が他の社外役員と異なります。なお、
同氏の就任後の取締役会の開催回数は10回であります。

(4) 会計監査人の状況

①　名称
新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 29,250千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

29,250千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事
業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
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③　会計監査人報酬について監査役会が同意した理由
　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する
実務指針」を踏まえ、前事業年度の監査計画と実績の対比、監査日数及び
報酬額の推移を確認した上、当事業年度の監査計画日数及び報酬額の妥当
性を検討した結果、会計監査人の報酬につき、会社法第399条第１項の同意
を行っております。

④　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑤　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容
を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い
たします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。

⑥　責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人である新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており

ます。

⑦　当社の重要な子会社であります瀋陽日新気化器有限公司、NIKKI 
AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC及びNIKKI INDIA FUEL SYSTEMS PRIVATE 
LIMITEDにつきましては、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人
（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査（会
社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む）の
規定によるものに限る）を受けております。

⑧　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
　　当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、平成27年12月22日、

金融庁から、契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１
日から同年３月31日まで）の処分を受けました。同監査法人は、平成28年１
月29日に金融庁に業務改善計画を提出し、監査品質の向上と課題の抜本的解
決のため、ガバナンス機能の強化、組織体制の変更、組織風土の改革、人事
制度の改革、及び監査現場の改革等の施策を実施していること、当社に対す
る監査業務は適正かつ厳格に遂行されていることを評価し、今後も同監査法
人による継続的な監査を行うことが最善との判断に至っております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制
当社は、平成27年４月22日開催の取締役会において、業務の適正を確保す

るための体制（以下「内部統制システム」といいます）の整備に関する基本
方針を一部改定する決議をいたしました。当該基本方針の内容は次のとおり
であります。
①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

役員規定及び役員行動規範の遵守を周知徹底し、法令及び定款違反行為
を未然に防止する。
取締役が他の取締役の法令及び定款違反行為を発見した場合は、取締役

会並びに監査役に報告すると共に審議を求め、重大性に応じて再発防止策
を策定し、全社的にその内容を周知徹底する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）取締役会、経営会議等の議事録、並びに稟議書・報告書その他取締役

の職務執行に係わる文書及び情報については、役員規定、文書管理規

程及び情報セキュリティー管理規程に基づき、適切に保存・管理する。

２）取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　当社及び子会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）リスクマネジメント規程に基づき、業務執行に係わる各種のリスクを

適切に洗い出し、リスクの分析評価を行うと共に、重大な損失をおよ

ぼすおそれのあるリスクについては、適切な処置を行う。

　　また、当社及び子会社においては、定期的な内部監査の実施により、

リスク管理に係わる整備・運用状況を監査し、その結果について、内

部統制委員会でマネジメントレビューを行う。

２）リスクその他重要事実に応じた有事の際の、迅速且つ適切な情報伝達

と開示体制を整備する。

④　当社取締役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを

確保するための体制

１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の

基礎として、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適

宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に係る重要

事項については、社長以下取締役、監査役によって構成される経営会

議において議論を行い、その審議を経て執行決定を行う。

２）取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程に基づい

て、それぞれ各部門担当役員の責任の下、実施する。

３）以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図

る。

－ 13 －

業務の適正を確保するための体制



2016/05/27 21:03:25 / 15174157_株式会社ニッキ_招集通知

１．取締役、社員が共有する全社的なビジョンと目標を定め、この浸透

を図ると共に、経営の羅針盤として３事業年度を期間とする中期経

営計画を策定する。

２．各部門担当役員は、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画

に基づき、毎期、部門毎の目標と具体的な施策を定めた年度業務計

画を策定する。

３．年度業務計画の実績は、毎月全取締役が出席する業績ヒヤリング会

議にて報告され、目標達成状況のレビューと結果をフィードバック

することにより、業務の効率性を確保している。

その議事録はマネジメントレビュー会議記録として、文書管理規程

に基づき保管される。

４）当社は中期経営計画を具体化するため、子会社の取締役に対し、毎事

業年度ごとに各子会社の年間業務計画を策定させ、月度業績報告を提

出させる。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

１）コンプライアンス体制の基礎として、経営理念、企業行動憲章及び従

業員行動規範を定め、周知徹底する。コンプライアンス違反行為があ

った場合は、就業規則に則り、「賞罰委員会」において適正に処分す

る。

２）内部監査部門として、客観性と公平性を確保するため、執行部門から

独立した統合マネジメントシステム室を設置し、内部監査を行う。

３）法令違反その他のコンプライアンス違反に関する事実についての社内

報告体制として、内部通報システム運用規程に基づき、匿名で通報で

きることを保障するシステムを整備し運用する。

　　会社は、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。

４）取締役及び内部通報情報受領者は、当社における重大な法令違反その

他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、取締役会

並びに監査役に報告すると共に審議を求め、重大性に応じて再発防止

策を策定し、全社的にその内容を周知徹底する。

⑥　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

１）グループ企業における業務の適正を確保するため、当社にグループ企

業の内部統制を担当する関係会社室を設置すると共に、当社の経営理

念、企業行動憲章及び従業員行動規範を展開する。

グループ企業各社は、これを基本に自社の特性を勘案して諸規程を定

める。
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２）経営管理については、関係会社管理規程に基づき、目標と具体的な施

策を定めた年度業務計画の策定と月度業績報告の提出を義務づけると

共に、当社の経営会議で定期的に報告・決裁を行う制度により、グル

ープ企業の経営管理を行う。

３）取締役及び関係会社室長は、グループ企業において、法令違反その他

コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、取締役会並

びに監査役に報告すると共に審議を求め、重大性に応じて再発防止策

を策定し、全社的にその内容を周知徹底する。

４）子会社が、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反、或いは

その他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、内部通報シ

ステムにより情報受領者経由で「内部統制委員会」へ報告される体制

とする。重大性に応じて、「内部統制委員会」が担当部門と協議の上、

再発防止策を策定し、取締役会並びに監査役に報告すると共に審議を

求め、全社的にその内容を周知徹底する。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監

査役補助者を置く。

２）監査役補助者は業務執行部門からの独立性を確保すると共に、その人

事異動、人事考課については監査役の事前同意を得る。

３）監査役の職務を補助すべき使用人は、専任または兼任を可能とするが、

監査役の指揮命令に従わなければならない。

⑧　当社及び子会社の取締役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた

者が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する

体制

１）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制は、四半期毎の内部

統制委員会、環境管理委員会、毎月の取締役会、業績ヒヤリング会議、

品質管理委員会及び毎週の経営会議の場とし、当社の業務又は業績に

影響を与える重要な事項について監査役に報告するものとする。

前記に拘らず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に

対して報告を求めることができることとする。

２）内部通報システムの適切な運用を維持することにより、法令違反その

他コンプライアンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確

保するものとする。
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３）当社子会社の取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社または

当社の子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実については、こ

れを発見次第直ちに当社の関係会社室長経由で、監査役に対して報告

を行う。なお、当社は当社の監査役へ報告を行った当社子会社の取締

役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として、不利益な扱

いを行わない。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きそ

の他の当該職務の執行について費用または債務の処理に係る方針に関す

る事項

　　　監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をしたときは、

担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役

の職務の執行に必要ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用また

は債務を処理する。

⑩　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）監査役は、代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思

疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

２）内部監査部門の統合マネジメントシステム室と緊密に連携し、適切な

意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

⑪　財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法に規定される「財務計算に関する書類その他の情報の適

正性を確保するための体制の評価」を適正に行うため、内部監査部門が内

部統制活動の整備・運用状況を監査し、内部統制委員会へ報告する。

⑫　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制

取締役並びに監査役及び、従業員は、市民社会の秩序や安全に脅威を与

える反社会的勢力・団体に対しては、断固たる態度・行動をとり、一切の

関係を遮断し、それらの活動を助成する行為は行わない。

また、不当要求等に対しては、必要に応じ警察その他関係機関と連携し

て組織的な対応を行う。
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　【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】

当社は、内部統制委員会が「業務の適正を確保するための体制」の運用

状況についてモニタリングを継続的に実施しており、モニタリングの結果、

判明した課題等については必要な是正措置をとることで、より実効性のあ

るシステム運用に努めている。当該運用状況等については取締役会におい

ても報告がなされている。当事業年度においても統合マネジメントシステ

ム室が中心となり、当社及び子会社の内部監査を実施しており、内部統制

委員会において報告が行われた。また常勤監査役は、取締役会の他、経営

会議等の重要な会議に出席するとともに、会計監査人とも毎月１回以上面

談し、確実に情報交換を実施している。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制



2016/05/27 21:03:25 / 15174157_株式会社ニッキ_招集通知

(6) 会社の支配に関する基本方針

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

の内容の概要は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の

企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資する者が望ましいと考えてお

ります。

もっとも、当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているた

め、会社を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様全体の意思に基

づき決定されるべきであり、会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じる

かどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきもの

と考えます。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、株主

の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主の皆様が買

付の条件等について検討したり、当社取締役会が代替案を提案するための

十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条件よりも有利な

条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、株主共同の利

益を毀損するものもあり得ます。

このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断します。

②　取組みの具体的な内容

１）基本方針の実現に資する取組み

１．当社グループでは、着実に利益を生み出し成長しつづけていくため

に、中期経営計画の施策に基づき強靭な企業体質の構築及び成長戦

略の推進を強力に進めております。これらの施策を確実に遂行する

ことで、当社グループは中長期的な成長を確実なものとし、当社の

企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目指します。

２．当社は、「合理性、透明性の高い経営を実践し、企業価値を高め、

社会から信頼される会社をめざす。」との経営理念に基づいて経営

活動を行ない、広く社会から期待される企業となるべくコーポレー

ト・ガバナンスの充実を経営の最重要課題の一つとして位置づけて

おります。経営の透明性及び効率性を確保し、ステークホルダーの

期待に応え、企業価値を増大させることが、コーポレート・ガバナ

ンスの基本であると認識しております。
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　　当社は、企業価値・株主共同の利益の向上を図るための取組みとし

て、株主の皆様に対する経営陣の責任を明確にするため、取締役の

任期を１年としております。また、平成27年６月26日開催の定時株

主総会により新たに社外取締役１名を追加選任いただき、社外取締

役２名体制とし、ガバナンスのより一層の強化を図ってまいりまし

た。なお、上記の社外取締役は東京証券取引所が定める独立役員の

要件を充たしております。また、役員と従業員が企業活動を遂行す

る上で遵守しなければならないルールとして「企業行動憲章」及び

「従業員行動規範」等を整備し、法令遵守と企業倫理の確立に努め

ております。また、当社は監査役会設置会社を採用しております。

取締役会は原則として１ヶ月に１回開催（監査役も毎回出席）し、

取締役会規則に定められた詳細な付議事項について積極的な議論を

行っております。また、監査役会は、２名を社外監査役とし、監査

の透明性、公平性を確保しております。

２）基本方針に照らして、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組み

　当社は、平成25年６月27日開催の定時株主総会において株主の皆様

のご承認を得て、当社株式の大規模買付行為への対応策（以下、「本

プラン」といいます。）として買収防衛策を継続いたしました。

　具体的には、議決権割合が25％以上となる株式の買付又は公開買付

を実施しようとする大規模買付者には、必要な情報を事前に当社取締

役会に提出していただきます。対抗措置を講じるか否かについては、

取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取

締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客

観性及び合理性を担保するため、独立委員会を設置しております。大

規模買付者が本プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・

株主共同の利益を著しく損なうと独立委員会が判断した場合には、対

抗措置の発動（大規模買付者等による権利行使は認められないとの行

使条件を付した新株予約権の無償割当等の実施）を取締役会に勧告い

たします。また、対抗策の発動について、相当でないと判断した場合

は、取締役会に対して、不発動の勧告をいたします。

　当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して対抗措置の発

動・不発動の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を

行った場合、適時・適切に当該決議の内容その他の事項について、情

報開示を行います。
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③　当社の導入した買収防衛策は、基本方針に沿うものであり、当社の企業

価値又は株主の共同利益を損なうものでなく、当社役員の地位の維持を

目的とするものでないこと

　当社取締役会は、以下の理由から、本プランが当社の企業価値・株主

共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目

的とするものではないと判断しております。

１）株主意思の反映

　本プランは、平成25年６月27日開催の定時株主総会において承認さ

れております。また、本プランの有効期限（３年）終了前であっても、

当社取締役会の決議によって本プランを廃止することができます。当

社取締役の任期は１年とされていることから、取締役の選任議案を通

じても、１年ごとに株主の皆様のご意思が反映されます。

２）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本プランにおける対抗措置の発動等の運用に際しての実質的な判断

は、独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会により行われ

ることとされています。また、その判断の概要については、株主の皆

様に公表することとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に

適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されており

ます。

３）本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定

　本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されない

ように設定されており、これらの客観的要件は本プランにおける当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないとされる

場合と同様であります。これにより、当社取締役会による恣意的な発

動を防止するための仕組みを確保しております。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）
（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金　額 科　　目 金　額

流 動 資 産 6,240,290 流 動 負 債 4,316,164

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

2,496,654

1,286,850

320,911

614,078

1,126,963

55,506

108,772

236,350

△5,798

6,845,649

5,051,050

2,814,240

1,658,408

294,104

64,603

14,409

205,282

197,129

1,597,470

1,536,791

60,678

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 922,505

電 子 記 録 債 務 65,270

短 期 借 入 金 2,512,759

リ ー ス 債 務 83,737

未 払 費 用 245,058

未 払 法 人 税 等 6,484

賞 与 引 当 金 152,968

そ の 他 327,379

固 定 負 債 2,460,242

長 期 借 入 金 30,657

リ ー ス 債 務 89,829

繰 延 税 金 負 債 321,228

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,342,053

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 138,725

環 境 対 策 引 当 金 5,907

預 り 敷 金 515,563

そ の 他 16,276

負　債　合　計 6,776,406

純　資　産　の　部

株 主 資 本 5,221,037

資 本 金 500,000

資 本 剰 余 金 49,674

利 益 剰 余 金 4,967,920

自 己 株 式 △296,557

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 955,579

その他有価証券評価差額金 822,121

為 替 換 算 調 整 勘 定 214,616

退職給付に係る調整累計額 △81,157

非 支 配 株 主 持 分 132,915

純　資　産　合　計 6,309,532

資　産　合　計 13,085,939 負債・純資産合計 13,085,939

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで )

（単位：千円）

科　　目 金　　額

売 上 高 8,936,462

売 上 原 価 6,662,822

売 上 総 利 益 2,273,640

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,546,076

営 業 利 益 727,564

営 業 外 収 益

受 取 利 息 15,394

受 取 配 当 金 42,619

そ の 他 12,186 70,200

営 業 外 費 用

支 払 利 息 38,457

為 替 差 損 90,665

そ の 他 22 129,145

経 常 利 益 668,619

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 49

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,230 3,279

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 1,013 1,013

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 670,885

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 54,595

法 人 税 等 調 整 額 44,542 99,137

当 期 純 利 益 571,747

非支配株主に帰属する当期純利益 73,144

親会社株主に帰属する当期純利益 498,603

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（ 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 500,000 49,674 4,552,614 △296,554 4,805,734

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △93,722 － △93,722

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 498,603 － 498,603

自 己 株 式 の 取 得 － － － △3 △3

連 結 範 囲 の 変 動 － － 10,425 － 10,425

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ）
－ － － － －

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 415,306 △3 415,303

当連結会計年度末残高 500,000 49,674 4,967,920 △296,557 5,221,037

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株
主 持 分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 1,068,446 292,867 17,329 1,378,643 43,975 6,228,352

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △93,722

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － － － 498,603

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △3

連 結 範 囲 の 変 動 － － － － － 10,425

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )
△246,324 △78,250 △98,487 △423,063 88,940 △334,122

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △246,324 △78,250 △98,487 △423,063 88,940 81,180

当連結会計年度末残高 822,121 214,616 △81,157 955,579 132,915 6,309,532

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

①　連結子会社の数　　　　　　　８社

②　主要な連結子会社の名称　　　瀋陽日新気化器有限公司

NIKKI AMERICA,INC.

NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC

田島精密工業株式会社

ニッキ・テクノ株式会社

株式会社ニッキ　ソルテック　サービス

NIKKI INDIA FUEL SYSTEMS PRIVATE LIMITED

NIKKI (THAILAND) CO.,LTD.

なお、NIKKI (THAILAND) CO.,LTD.は、当連結会計年度

より重要性が増したため、連結子会社に含めておりま

す。

（2）主要な非連結子会社の名称

①　主要な非連結子会社の名称　　NIKKI KOREA CO.,LTD.

②　連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、同社の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。

（2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

・主要な会社の名称

（非連結子会社）　　　　　　NIKKI KOREA CO.,LTD.

（関連会社）　　　　　　　　泰華化油器股份有限公司

・持分法を適用しない理由　　　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、重要

性がないためであります。

－ 24 －
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

瀋陽日新気化器有限公司、NIKKI AMERICA,INC.、NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS, LLC及び

NIKKI (THAILAND) CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　　・時価のあるもの　　　　　  決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

　　・時価のないもの　　　　　  移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子

会社は定額法を採用しております。ただし、当社及び

国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）及び賃貸用資産に係る建物につ

いては定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は下記のとおりです。

建物及び構築物　　　　　３～60年

機械装置及び運搬具　　　１～15年

その他　　　　　　　　　１～20年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③　リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

　　　　　　　　　　　　　　　　いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

　　　　　　　　　　　　　　　　については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

　　　　　　　　　　　　　　　　額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞与の支払に

　　　　　　　　　　　　　　　　備えるため、支給見込額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度末支給見込額を計上しております。

④　役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与の支給に備えて、当連結会計年度末におけ

　　　　　　　　　　　　　　　　る支給見込額に基づき計上することとしております。

⑤　環境対策引当金　　　　　　　「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理

　　　　　　　　　　　　　　　　の推進に関する特別措置法」によるＰＣＢ廃棄物の処

　　　　　　　　　　　　　　　　理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。

（5）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債の計上基準　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

　　　　　　　　　　　　　　　　め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職

　　　　　　　　　　　　　　　　給付債務から年金資産の額を控除した額を計上してお

　　　　　　　　　　　　　　　　ります。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に計上しております。
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（6）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変

動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を

利用しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため､ 

有効性の判定を省略しております。

（7）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法　　　　  税抜方式により処理しております。

（会計方針の変更に関する注記）

　企業結合に関する会計基準等の適用

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年

９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度

から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余

金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連

結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少

数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第

44－５項（4）及び事業分離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　　これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）担保に供している資産 建物及び構築物 157,928千円

土　地 128,062千円

合　計 285,991千円

（2）担保に係る債務 短期借入金  2,194,000千円

合　計 2,194,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 14,269,992千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,000千株

２．剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額

決 　 議 株 式 の 種 類
配当金の総額

（千円）
１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 　93,722 　10 平成27年3月31日 平成27年6月29日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成28年６月29日開催の第125期定時株主総会の議案として普通株式の配当に関する事項

を次のとおり提案しております。

①配当金の総額　　　121,839千円

②配当の原資　　　　利益剰余金

③１株当たり配当額　13円

④基準日　　　　　　平成28年３月31日

⑤効力発生日　　　　平成28年６月30日

－ 28 －
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用について短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内規程に沿ってリスク低減を図ってお

ります。また、投資有価証券は株式であり、上場会社については四半期ごとに時価の把握を

行っております。

借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスク

に対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバ

ティブ取引の執行、管理につきましては、取引権限を定めた社内規程に基づき行っておりま

す。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

　（単位：千円）

　 連結貸借対照表

　 計上額（＊1）
時価（＊1） 差額

（1）現金及び預金 2,496,654 2,496,654 －

（2）受取手形及び売掛金 1,286,850 1,286,850 －

（3）電子記録債権 320,911 320,911 －

（4）投資有価証券

その他有価証券 1,501,768 1,501,768 －

（5）支払手形及び買掛金 (922,505) (922,505) －

（6）電子記録債務 (65,270) (65,270) －

（7）短期借入金 (2,300,000) (2,300,000) －

（8）リース債務（＊2） (173,567) (172,469) △1,098

（9）長期借入金（＊2） (243,416) (244,130) 714

（10）デリバティブ取引 － － －

（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（＊2）リース債務及び長期借入金には、１年内返済予定分を含めて表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（4）投資有価証券

取引所の価格によって時価を算定しております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）電子記録債務、並びに（7）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

－ 29 －

連結注記表



2016/05/27 21:03:25 / 15174157_株式会社ニッキ_招集通知

（8）リース債務
元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

（9）長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更新される条件となっ

ているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。固定

金利によるものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

（10）デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、（9）長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額35,022千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、（4）投資有価証券　その他有価証券に含めておりません。

 (注３）預り敷金（連結貸借対照表計上額515,563千円）は、残存期間を特定できず、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、開示対象より除いております。

（賃貸等不動産の状況に関する事項）

当社では、東京都品川区及び神奈川県厚木市において、賃貸等不動産を所有し、不動産賃貸事

業を行っております。平成28年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、452,258

千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　                                        　（単位：千円）

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価当連結会計年度

期首残高

当連結会計年度

増減額

当連結会計年度末

残高

1,875,909 19,771 1,895,680 6,502,500

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当連結会計年度増減額のうち主な増加額は、東京都品川区の賃貸等不動産の附属設備

の更新投資（64,931千円）であり、主な減少額は減価償却費（45,160千円）でありま

す。

（注３）当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額

であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 659円03銭

１株当たり当期純利益 53円20銭

－ 30 －
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金 額 科　　目 金 額

流 　 動 　 資 　 産 5,160,301 流 　 動 　 負 　 債 4,087,826

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

未 収 還 付 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 　 定 　 資 　 産

有  形  固  定  資  産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無  形  固  定  資  産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

そ の 他

1,205,619

233

320,911

2,347,290

283,291

662,616

52,668

12,502

92,017

33,716

50,207

96,892

13,413

△11,078

6,967,368

3,800,971

2,428,116

33,734

825,470

2,266

181,407

250,962

64,603

14,409

143,802

41,252

100,773

1,776

3,022,594

1,520,422

1,135,383

361,125

5,662

支 払 手 形 497,800

電 子 記 録 債 務 65,270

買 掛 金 337,021

短 期 借 入 金 2,300,000

１年内返済予定の長期借入金 204,000

リ ー ス 債 務 83,737

未 払 金 73,967

未 払 費 用 191,312

前 受 金 50,154

預 り 金 10,503

賞 与 引 当 金 144,777

設 備 関 係 支 払 手 形 83,360

設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 21,810

そ の 他 24,112

固 　 定 　 負 　 債 2,270,104

リ ー ス 債 務 89,829

繰 延 税 金 負 債 297,319

退 職 給 付 引 当 金 1,222,784

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 138,699

環 境 対 策 引 当 金 5,907

預 り 敷 金 515,563

負　債　合　計 6,357,930

純　資　産　の　部

株  主  資  本 4,947,618

資 　 本 　 金 500,000

資 本 剰 余 金 26,902

資 本 準 備 金 26,902

利 益 剰 余 金 4,717,273

利 益 準 備 金 125,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,592,273

退 職 手 当 積 立 金 6,800

別 途 積 立 金 984,194

繰 越 利 益 剰 余 金 3,601,279

自 己 株 式 △296,557

評 価 ・ 換 算 差 額 等 822,121

その他有価証券評価差額金 822,121

純　資　産　合　計 5,769,739

資　産　合　計 12,127,669 負債・純資産合計 12,127,669

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで )

（単位：千円）

科　　目 金　　額

売 上 高 7,894,655

売 上 原 価 6,428,981

売 上 総 利 益 1,465,674

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,101,463

営 業 利 益 364,211

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,215

受 取 配 当 金 47,419

技 術 指 導 料 収 入 46,420

雑 収 入 5,207 106,263

営 業 外 費 用

支 払 利 息 37,582

為 替 差 損 99,831 137,413

経 常 利 益 333,061

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,230 3,230

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 513 513

税 引 前 当 期 純 利 益 335,778

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 44,693

法 人 税 等 調 整 額 8,065 52,758

当 期 純 利 益 283,020

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（ 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計退職手当

積 立 金
別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 500,000 26,902 26,902 125,000 6,800 984,194 3,411,981 4,527,975 △296,554 4,758,323

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － － － － － △93,722 △93,722 － △93,722

当 期 純 利 益 － － － － － － 283,020 283,020 － 283,020

自己株式の取得 － － － － － － － － △3 △3

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

－ － － － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 189,297 189,297 △3 189,294

当 期 末 残 高 500,000 26,902 26,902 125,000 6,800 984,194 3,601,279 4,717,273 △296,557 4,947,618

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 1,068,446 1,068,446 5,826,769

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － △93,722

当 期 純 利 益 － － 283,020

自己株式の取得 － － △3

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

△246,324 △246,324 △246,324

当 期 変 動 額 合 計 △246,324 △246,324 △57,030

当 期 末 残 高 822,121 822,121 5,769,739

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）及び賃貸用資産に係る建物は、定額法を

採用しております。なお、主な耐用年数は下記のとお

りです。

建  物　　    　　   ３～60年

構築物　　　　       ７～40年

機械及び装置   　    ２～12年

車両運搬具　　　　   ２～７年

工具、器具及び備品　 ２～20年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　  なお、自社利用のソフトウエアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③　リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上

しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込みに基づき計上し

ております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退

職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により処理しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

当事業年度末支給見込額を計上しております。

⑤　環境対策引当金　　　　　　　「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法」によるＰＣＢ廃棄物の処

理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変

動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を

利用しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため､ 

有効性の判定を省略しております。

（6）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法　　　　  税抜方式により処理しております。
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（会計方針の変更に関する注記）

　企業結合に関する会計基準等の適用

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年

９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用

を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首

以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直

しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。

　　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項(4)及び事業分離等会計

基準第57-４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

　　これによる計算書類に与える影響はありません。

２．貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産 建　物 157,928千円

構築物 0千円

土　地 128,062千円

合　計 285,991千円

②　担保に係る債務 短期借入金 1,990,000千円

１年内返済予定の長期借入金 204,000千円

合　計 2,194,000千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 12,564,433千円

（3）保証債務

関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

瀋陽日新気化器有限公司 33,408千円

（4）関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 1,403,803千円

②　短期金銭債務 92,269千円
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３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 1,855,928千円

②　仕入高 1,042,663千円

③　営業取引以外の取引高 89,645千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 627千株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳　（単位：千円）

（繰延税金資産）

賞与引当金 44,605
退職給付引当金 374,144
役員退職慰労引当金 42,432
貸倒引当金 3,413
たな卸資産評価損 28,550
関係会社株式評価損 19,384
投資有価証券評価損 10,248
未払費用 38,848
その他 6,052

繰延税金資産小計 567,679
評価性引当額 △419,195

繰延税金資産合計 148,484
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △348,911

繰延税金負債合計 △348,911

繰延税金資産（負債）の純額 △200,427
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 所 在 地
資本金又
は出資金

事 業 の
内 容

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
NIKKI AMERICA,
INC.

米 国
ｳｨｽｺﾝｼﾝ州

4,300
千米ドル

汎用機
器事業

所有直接
100％

当社汎用機
器の販売

汎用機器の
製 品 売 上
(注)１

441,302 売 掛 金 128,830

子会社
NIKKI AMERICA
FUEL SYSTEMS,LLC

米 国
ｱ ﾗ ﾊ ﾞ ﾏ 州

6,230
千米ドル

汎用機
器事業

所有間接
70％

当社汎用機
器の製造、
販売

汎用機器の
部 品 売 上
(注)１

1,150,847 売 掛 金 900,649

資 金 の
貸 付
(注)３

－
関 係 会 社
短期貸付金

82,017

貸 付 金 の
返 済
(注)３

116,379 関 係 会 社
長期貸付金

－

利息の受取
(注)３

6,850

未収入金 26,935
技 術 指 導
料 収 入 等
(注)２

40,710

子会社
NIKKI INDIA FUEL
SYSTEMS PRIVATE
LIMITED

イ ン ド
ﾀﾐﾙ･ﾅｰﾄﾞｩ
州

250,000
千インドルピー

汎用機
器事業

所有直接
90％

所有間接
10％

当社汎用機
器の製造

汎用機器の
部 品 売 上
(注)１

392,029 売 掛 金 281,863

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１　販売価格については市場情勢を勘案して、当社が希望価格を提示し価格交渉のうえ

決定しております。

（注）２　一般の市場価格等を勘案して決定しております。

（注）３　貸付金利は市場金利を勘案して決定しております。

　　なお、取引金額には消費税等を含めておりません。また、期末残高には消費税等を含めてお

ります。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 615円62銭

１株当たり当期純利益 30円20銭

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月19日

株式会社ニッキ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 明 典 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐々木浩一郎 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ニッキの平成27年４月１日
から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社ニッキ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月19日

株式会社ニッキ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 明 典 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐々木浩一郎 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ニッキの平成27年４
月１日から平成28年３月31日までの第125期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は､ 平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第125期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作

成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に準拠し、監査の方針、監査計画等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい

ては、子会社の取締役及び本社内部監査部門と意思疎通及び情報の交換を図り、事業

の報告を求めるとともに、必要に応じて往査を実施いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を

確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、監査役会が定めた「内部統制システムに係る監査実

施基準」に準拠し、子会社を含む取締役及び使用人、また本社内部監査部門から、そ

の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人

新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの

各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につ

いて検討を加えました。

④　会計監査人からは、事前に監査計画の説明を受け、協議を行うとともに、監査結果の

報告を受け、意見交換を行いました。さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、か

つ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。

－ 41 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為、又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、指摘すべき事項は認められません。当該システムに関しては、その構築及び

運用について継続的な改善が図られていることを確認しております。なお、財務報

告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において取締役等から内部

統制は「有効」である旨、また会計監査人新日本有限責任監査法人から「開示すべ

き重要な不備は発見されていない」旨の報告を書面で受けております。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記

載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿っ

たものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月27日

株式会社ニッキ　監査役会

常勤監査役 五 十 嵐 清 孝 

社外監査役 染 野 光 宏 

社外監査役 中 川 幸 三 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と企業体質強化のため

に必要な内部留保を確保しつつ、配当が株主の皆様への利益還元の重要な手

段であるとの認識に立ち、安定配当をベースに業績及び経営環境等を総合的

に加味した配当の継続を基本方針としております。

　当社は当面、連結ベースで30％の配当性向を目標としてまいります。

　このような方針に基づき、第125期の期末配当につきましては、以下のとお

りといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金13円といたしたいと存じます。

この場合の配当総額は121,839,484円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月30日といたしたいと存じます。

－ 43 －
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第２号議案　取締役９名選任の件

取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番　号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

わ

和
だ

田
 

　
たかし

孝
(昭和28年８月14日生)

平成15年４月　株式会社横浜銀行より出向

当社営業部副部長

平成16年２月　営業部海外担当部長

平成16年３月　株式会社横浜銀行退社

当社入社

平成16年６月　取締役営業部長

平成19年６月　代表取締役社長(現任)

　（重要な兼職の状況）

　　NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC取締役会長

　　瀋陽日新気化器有限公司董事長

100,000株

【取締役候補者とした理由】

和田孝氏は、当社経営全般に関する幅広い知識と経験を有しており、当社経営陣を牽引

するに相応しい資質を備えております。また同氏のこれまでの当社代表取締役社長とし

ての実績と優れた経営手腕に鑑み、引き続き経営の指揮を執り、成長を目指していく上

で最適な人材であると判断し、取締役候補者としました。

２

た

田
なか

中
のぶ

宣
お

夫
(昭和31年１月23日生)

平成18年５月　株式会社横浜銀行より出向

当社経営企画室副室長

平成18年12月　株式会社横浜銀行退社

当社入社

総務部長兼経営企画室副室長

平成19年６月　取締役総務部長兼経営企画室副室長

平成24年６月　取締役総務部長兼経営企画室長兼関係会

社室長、営業部管掌（現任）

23,000株

【取締役候補者とした理由】

田中宣夫氏は、営業部門、管理部門を中心に当社業務に関する豊富な知識と経験を有し

ており、当社経営陣の一角を担うに相応しい資質を備えております。また、これまでの

当社取締役としての実績と優れた経営手腕に鑑み、引き続き取締役候補者としました。

３

さ

佐
とう

藤
かつ

勝
ゆき

行
(昭和25年５月23日生)

昭和45年２月　当社入社

平成16年12月　生産管理部長

平成18年12月　購買部長

平成21年３月　購買部長兼設計部原価管理担当部長

平成21年６月　取締役購買部長兼設計部原価管理担当部長

平成23年９月　取締役購買部長兼設計部原価管理担当部

長、製造部・ＮＰＳ推進室・生産管理部

管掌(現任)

17,000株

【取締役候補者とした理由】

佐藤勝行氏は、製造部門、生産管理部門、購買部門を中心に当社業務に関する豊富な知

識と経験を有しており、当社経営陣の一角を担うに相応しい資質を備えております。ま

た、これまでの当社取締役としての実績と優れた経営手腕に鑑み、引き続き取締役候補

者としました。

－ 44 －
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候補者

番　号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

４

もり

守
や

屋
もと

元
はる

治
(昭和34年２月15日生)

昭和59年４月　当社入社

平成22年５月　営業部長

平成23年10月　品質保証部長

平成24年６月　取締役品質保証部長、統合マネジメント

システム室管掌

平成25年５月　取締役品質保証部長、実験部・統合マネ

ジメントシステム室管掌

平成26年６月　取締役品質保証部長、統合マネジメント

システム室管掌（現任）

7,000株

【取締役候補者とした理由】

守屋元治氏は、品質保証部門を中心に当社業務に関する豊富な知識と経験を有してお

り、当社経営陣の一角を担うに相応しい資質を備えております。また、これまでの当社

取締役としての実績と優れた経営手腕に鑑み、引き続き取締役候補者としました。

５

かわ

川
よこ

横
こう

弘
じ

司
(昭和35年12月２日生)

昭和63年６月　当社入社

平成22年５月　実験部長

平成26年６月　取締役実験部長、生産技術部管掌（現任）

1,000株

【取締役候補者とした理由】

川横弘司氏は、実験部門、生産技術部門を中心に当社業務に関する豊富な知識と経験を有

しており、当社経営陣の一角を担うに相応しい資質を備えております。また、これまでの

当社取締役としての実績と優れた経営手腕に鑑み、引き続き取締役候補者としました。

６

お

尾
み

見
まさ

雅
あき

明
(昭和37年１月30日生)

昭和60年４月　当社入社

平成23年５月　営業部副部長

平成23年10月　営業部長

平成27年３月　設計部メカトロ技術担当部長

平成27年６月　取締役設計部長（現任）

2,000株

【取締役候補者とした理由】

尾見雅明氏は、設計部門を中心に当社業務に関する豊富な知識と経験を有しており、当

社経営陣の一角を担うに相応しい資質を備えております。また、これまでの当社取締役

としての実績と優れた経営手腕に鑑み、引き続き取締役候補者としました。

※

７

お

小
じま

島
まさ

将
ひろ

尋
(昭和36年12月６日生)

昭和59年４月　当社入社

平成20年５月　営業部副部長

平成23年９月　生産管理部長

平成27年３月　営業部長（現任）

15,000株

【取締役候補者とした理由】

小島将尋氏は、営業部門を中心に当社業務に関する豊富な知識と経験を有しており、当

社経営陣の一角を担うに相応しい資質を備えております。同氏のこれまでの実績と培っ

た経験による優れた経営手腕に期待し、新たに取締役候補者としました。
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候補者

番　号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

８

さ

佐
とう

藤
じゅん

順
や

哉
(昭和28年５月４日生)

昭和57年４月　弁護士登録(現任)

ファーネス・佐藤・石澤法律事務所

(現　石澤・神・佐藤法律事務所)入所

平成元年12月　石澤・神・佐藤法律事務所パートナー(現任)

平成２年10月　米国ニューヨーク州弁護士登録(現任)

平成21年６月　当社社外取締役(現任)

　（重要な兼職の状況）

　　石澤・神・佐藤法律事務所パートナー

　　三井金属鉱業株式会社社外取締役

　　サッポロホールディングス株式会社社外監査役

　　大正製薬ホールディングス株式会社社外監査役

―株

【社外取締役候補者とした理由】

佐藤順哉氏は、社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、企業法

務の分野を専門とする著名な弁護士として、長年にわたり培われた企業法務にかかる知

識及び経験から、経営の監督とチェック機能を適切に遂行することができるものと判断

し、引き続き社外取締役候補者としました。

９

まつ

松
むら

村
 

　
たかし

隆
(昭和36年４月４日生)

昭和62年10月　新光監査法人（現　新日本有限責任監査

法人）入所

平成11年１月　株式会社さくら総合研究所入社

平成11年６月　当社社外監査役就任

平成13年12月　会社分割に伴い株式会社日本総合研

究所に移籍

平成14年７月　松村公認会計士事務所開設（現任）

平成16年２月　税理士登録（現任）

平成25年６月　当社社外監査役退任

平成27年６月　当社社外取締役（現任）

　（重要な兼職の状況）

　　松村公認会計士事務所代表

　　興亜監査法人代表社員

　　株式会社万世社外監査役

21,000株

【社外取締役候補者とした理由】

松村隆氏は、社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、公認会計

士として企業会計の実務に長年にわたり携わっている経験及び知識から、経営の監督と

チェック機能を適切に遂行することができるものと判断し、引き続き社外取締役候補者

としました。
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（注）１．※印は、新任取締役候補者であります。
２．取締役候補者和田孝氏はNIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLCの取締役会長を兼務してお

り、同社は当社と汎用気化器の製造販売において競業関係にあるほか、部品等の取引
関係があります。

３．取締役候補者和田孝氏は瀋陽日新気化器有限公司の董事長を兼務しており、同社は当
社と汎用気化器及びガス機器の製造販売において競業関係にあるほか、部品等の取引
関係があります。

４．その他の各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
５．佐藤順哉氏及び松村隆氏は、社外取締役候補者であります。
６．佐藤順哉氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本株主総会終結の時をもって７年となります。
７．松村隆氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本株主総会終結の時をもって１年となります。
８．当社は佐藤順哉氏及び松村隆氏との間で責任限定契約を締結しており、当該契約の損

害賠償責任の限度額は、法令が定める額となります。両氏の再任が承認された場合は、
両氏との間の当該契約を継続する予定であります。

９．当社は、佐藤順哉氏及び松村隆氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届
け出ております。両氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員と
する予定であります。
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第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役２名（五十嵐清孝及び染野光宏の両氏）は、本総会終結の時をもっ

て任期満了となりますので、あらためて監査役２名の選任をお願いいたした

いと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

い

五
がら

十
し

嵐
きよ

清
たか

孝
(昭和35年２月３日生)

昭和57年４月　株式会社商工組合中央金庫入庫

平成16年７月　株式会社商工組合中央金庫函館支店長

平成21年７月　株式会社商工組合中央金庫審査第一部経

営支援室長

平成24年４月　株式会社商工組合中央金庫より出向

　　　　　　　当社顧問

平成24年５月　株式会社商工組合中央金庫退社

平成24年６月　当社入社

　　　　　　　当社常勤監査役(現任)

4,000株

【監査役候補者とした理由】

五十嵐清孝氏は、金融機関での経験から、会社経営に関する豊富な知識を有しており、

業務執行の適正性確保を担う監査役として十分な見識を有しております。また同氏のこ

れまで当社監査役としての当社に対する深い知識と理解、実績に鑑みて、引き続き監査

役候補者としました。

２

そめ

染
の

野
みつ

光
ひろ

宏
(昭和22年10月10日生)

昭和47年９月　デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ

会計士事務所(現 有限責任監査法人トー

マツ)入所

昭和54年２月　千葉第一監査法人入所

昭和55年３月　公認会計士第三次試験合格

昭和55年５月　税理士登録(現任)

昭和55年12月　染野公認会計士事務所開設(現任)

平成20年６月　当社社外監査役(現任)

　（重要な兼職の状況）

　　株式会社サントラスト社外監査役

6,000株

【社外監査役候補者とした理由】

染野光宏氏は、社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、公認会

計士として企業会計の実務に長年にわたり携わっている経験及び知識から、当社の経営

判断において適法性及び適正性の確保を担うなど、当社の社外監査役としての役割を十

分に果たすことができるものと判断し、引き続き社外監査役候補者としました。
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（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．染野光宏氏は、社外監査役候補者であります。
３．染野光宏氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は本

株主総会終結の時をもって８年となります。
４．当社は五十嵐清孝氏及び染野光宏氏との間で責任限定契約を締結しており、当該契約

の損害賠償責任の限度額は、法令が定める額となります。両氏の再任が承認された場
合は、両氏との間の当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、染野光宏氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であ
ります。

第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって、取締役を退任されますウメルジャン サウット

（戸籍名：梅田 博）氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の定める一定

の基準に従い相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することといたした

く存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いた

いと存じます。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
略　　　　　　　　　　　　歴

う

ウ
め

メ
る

ル
じ

ジ
ゃ

ャ
ん

ン  
さ

サ
う

ウ
っ

ッ
と

ト

戸 籍 名 ：
うめ

梅
だ

田  
ひろし

博
平成24年６月　当社取締役(現任)
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第５号議案　当社株式の大規模買付行為への対応策(買収防衛策)更新の件

当社は、平成25年６月27日開催の定時株主総会において、当社株式の大規

模買付行為への対応策（買収防衛策）更新（以下｢現プラン｣といいます。）

につき、株主の皆様にご承認いただきました。

現プランの有効期間は、平成28年６月29日開催予定の当社第125期定時株主

総会（以下「本株主総会」といいます。）終結の時までとなっております。

当社では、現プラン更新後も社会・経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる諸々

の動向および様々な議論の進展を踏まえ、当社の企業価値・株主共同の利益

を確保・向上させるための取組みの一つとして、その更新の是非を含め、現

プランの在り方について引続き検討してまいりました。

当社は、かかる検討の結果、平成28年５月13日開催の当社取締役会におい

て、会社法施行規則第118条第３号に定める「当社の財務および事業の方針の

決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「基本方針」といいま

す。）に照らして不適切な者によって、当社の財務および事業の方針が支配

されることを防止する取組みとして、本株主総会における株主の皆様のご承

認を条件に、現プランの一部を変更した上で更新（以下、変更後の対応策を

「本プラン」といいます。）することを決定しましたので、本プランにつき、

株主の皆様のご承認をお願いいたしたいと存じます。

本議案には、社外監査役２名を含む当社監査役３名全員が本プランの具体

的運用が適正に行われることを条件として、本プランへの更新に賛同してお

ります。

なお、本プランへの更新にあたり、一部変更・修正・整理等を行っており

ますが、基本的なスキームの変更はございません。

１．本プラン導入の目的

　本プランは、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入するも

のであります。

　当社取締役会は、当社株式に対する大規模な買付等が行われた場合でも、

その大規模な買付等の目的等が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向

上に資するものであれば、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者

として不適切であると考えるものではありません。また、支配権の移転を伴

う買収提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主の皆様の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。

　しかしながら、株式の大規模な買付等の中には、その目的等から見て企業

価値・株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株

主の皆様に株式の売却を事実上強制するおそれのあるもの、取締役会や株主

の皆様が株式の大規模な買付等の内容等について検討し、あるいは取締役会
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が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することの

ないもの等、買収の対象とされた会社の企業価値・株主共同の利益に資さな

いものもあり得ます。

　したがって、当社は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場

合に、株主の皆様が適切なご判断をするために必要な情報や時間を確保し、

買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行われることが、企業

価値・株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模買付時におけ

る情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール（以下「大規模買付ル

ール」といいます。）を設定し、会社の支配に関する基本方針に照らして不

適切な者によって大規模な買付行為がなされた場合の対応方針を含めた買収

防衛策として、本株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、現プラン

の内容を一部変更し、本プランとして更新することといたしました。

２．本プランの対象となる当社株式の買付

　本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ（注１）の

議決権割合（注２）を25％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）

の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が25％以上と

なる当社株券等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同

意したものを除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何

を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる

買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）とします。

注１：特定株主グループとは、

（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を

いいます。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれ

る者を含みます。以下同じとします。）およびその共同保有者（同法第

27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づく共同

保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）または、

（ⅱ）当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）

の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所

金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者およびその

特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）

を意味します。

注２：議決権割合とは、

（ⅰ）特定株主グループが、注１の（ⅰ）記載の場合は、当該保有者の株券

等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割

合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株

券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとしま
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す。）も加算するものとします。）または、

（ⅱ）特定株主グループが、注１の（ⅱ）記載の場合は、当該大規模買付者

および当該特別関係者の株券等保有割合（同法第27条の２第８項に規定

する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。各議決権割合の

算出に当たっては、総議決権の数（同法第27条の２第８項に規定するも

のをいいます。）および発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規

定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書および自

己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することがで

きるものとします。

注３：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項または同法第27条の２

第１項に規定する株券等を意味します。

３．独立委員会の設置

　本プランを適正に運用し、当社取締役会によって恣意的な判断がなされる

ことを防止し、その判断の客観性および合理性を担保するため、現プランと

同様に独立委員会規程（概要につきましては、別紙１をご参照ください。）

に基づき、独立委員会を設置しております。独立委員会の委員は３名以上と

し、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣か

ら独立している社外監査役および社外有識者（注）の中から選任します。独

立委員会の委員に就任予定の各氏の略歴につきましては別紙２に記載のとお

りであります。

　独立委員会は大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かの判断、

対抗措置の発動・不発動の判断、いったん発動した対抗措置の停止等の判断

など、当社取締役会の諮問に対して勧告するものとし、当社取締役会は、独

立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。独立委員会の勧告内容につ

いては、その概要を適宜公表することとします。

　なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよ

うになされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、必要に

応じて独立した外部専門家（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、

弁護士、コンサルタントその他の専門家）等の助言を得ることができるもの

とします。

注：社外有識者とは、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する

者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験者、

またはこれらに準ずる者をいいます。
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４．大規模買付ルールの概要

（１）大規模買付者による意向表明書の当社への事前提出

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付

行為または大規模買付行為の提案に先立ち、まず、当社代表取締役宛に

大規模買付ルールに従う旨の誓約および以下の内容等を日本語で記載し

た意向表明書をご提出いただきます。

①大規模買付者の氏名または名称および住所または所在地

②設立準拠法

③代表者の氏名

④国内連絡先

⑤提案する大規模買付行為の概要等

⑥本プランに定められた大規模買付ルールに従う旨の誓約

　当社取締役会が大規模買付者から意向表明書を受理した場合は、速や

かにその旨および必要に応じ、その内容について公表します。

（２）大規模買付者による必要情報の提供

　当社は、上記（１）の意向表明書を受領した日の翌日から起算して10

営業日以内に、大規模買付者から当社取締役会に対して、株主の皆様の

ご判断および当社取締役会としての意見形成のために提供いただくべき

必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）のリストを当

該大規模買付者に交付し、大規模買付者には、本必要情報のリストに従

い、本必要情報を当社取締役会に書面にて提出していただきます。本必

要情報の一般的な項目は以下のとおりです。その具体的内容は大規模買

付者の属性および大規模買付行為の内容によって異なりますが、いずれ

の場合も株主の皆様のご判断および当社取締役会としての意見形成のた

めに必要かつ十分な範囲に限定するものとします。

①大規模買付者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および組

合員（ファンドの場合）その他の構成員を含みます。）の詳細（名称、

事業内容、経歴または沿革、資本構成、財務内容を含みます。）

②大規模買付行為の目的、方法および内容（大規模買付行為の対価の価

額・種類、大規模買付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付

行為の方法の適法性、大規模買付行為の実現可能性等を含みます。）

③大規模買付行為の対価の価額の算定根拠（算定の前提となる事実や仮

定、算定方法、算定に用いた数値情報ならびに大規模買付行為に係る

一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容およびその

根拠を含みます。）

④大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含み

ます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）
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⑤当社および当社グループの経営に参画した後に想定している役員候補

（当社および当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関

する情報を含みます。）、当社および当社グループの経営方針、事業

計画、資本政策および配当政策等

⑥当社および当社グループの経営に参画した後に予定している当社の取

引先、顧客、従業員その他の当社に係る利害関係者と当社および当社

グループとの関係に関しての変更の有無およびその内容

　当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必

要に応じて、大規模買付者に対し情報提供の期限を設定することがあり

ます。ただし、大規模買付者から合理的な理由に基づく延長要請があっ

た場合は、その期限を延長することができるものとします。

　また、当初提供していただいた情報を精査した結果、当該情報が大規

模買付行為を評価・検討するための情報として不十分と認められる場合

には、当社取締役会は、大規模買付者に対して、適宜合理的な期限を定

めた上で、本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めることがあり

ます。

　当社取締役会は、本必要情報が大規模買付者から提供されたと判断し

た場合には、その旨の通知を大規模買付者に発送するとともにその旨を

公表することとします。

また、当社取締役会が本必要情報の追加的な提供を要請したにもかか

わらず、大規模買付者から当該情報の一部について提供が難しい旨の合

理的な説明がある場合には、当社取締役会が求める本必要情報が全て揃

わなくとも、大規模買付者との情報提供に係る交渉等を終了し、その旨

を公表するとともに、後記（３）の当社取締役会による評価・検討を開

始する場合があります。

当社取締役会に提供された本必要情報は、独立委員会に提出するとと

もに、株主の皆様のご判断のために必要であると認められる場合には、

当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部または一部を公表しま

す。

（３）当社取締役会による評価期間等

　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買

付者が当社取締役会に対し本必要情報の提供を完了した後、対価を現金

（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合は最長60

日間、またはその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役

会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下

「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。従って、大規

模買付行為は、取締役会評価期間経過後にのみ開始されるものとします。
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　取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて独立した外部専

門家（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサル

タントその他の専門家）等の助言を受けながら、提供された本必要情報

を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊重した上で、

当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必

要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善につ

いて交渉し、当社取締役会として株主の皆様に対し代替案を提示するこ

ともあります。

５．大規模買付行為が実施された場合の対応

（１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会

は、仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案に

ついての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の

皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措

置は講じません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆

様において、当該買付提案および当社が提示する当該買付提案に対する

意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。

　ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大

規模買付行為が、例えば以下の①から⑤のいずれかに該当し、結果とし

て会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値・株主共同の

利益を著しく損なうと当社取締役会が判断する場合には、当社取締役会

は善管注意義務に基づき、例外的に当社の企業価値・株主共同の利益を

守ることを目的として必要かつ相当な範囲内で、新株予約権の無償割当

等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置を講じること

があります。

①真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつ

り上げて高値で株式を会社関係者に引き取らせる目的で当社株式の買

収を行っている場合（いわゆるグリーンメーラーである場合）

②当社の経営を一時的に支配して当社または当社グループの事業経営上

必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を

当該買収者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化

経営を行う目的で当社株式の買収を行っている場合

③当社の経営を支配した後に、当社または当社グループの資産を当該買

収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する予

定で当社株式の買収を行っている場合

④当社の経営を一時的に支配して当社または当社グループの事業に当面

関係していない不動産、有価証券など高額資産等を売却等処分させ、
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その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配

当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする目的

で当社株式の買収を行っている場合

⑤大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段

階買収（最初の買付で当社の株式の全部の買付を勧誘することなく、

二段階目の買収条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開

買付等による株式の買付を行うことをいいます。）等の、株主の皆様

の判断の機会または自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社株式の

売却を強要するおそれがあると判断された場合

　上記のとおり例外的に対抗措置を発動することについて判断する場合

には、その判断の客観性および合理性を担保するため、当社取締役会は、

対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非につ

いて諮問し、独立委員会は対抗措置発動の必要性、相当性を十分検討し

た上で上記４（３）の取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置発

動または不発動について判断を行うものとします。

　具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と

当社取締役会が判断したものを選択することとします。当社取締役会が

具体的対抗措置として、例えば新株予約権の無償割当を行う場合の概要

は別紙３に記載のとおりですが、実際に新株予約権の無償割当をする場

合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないこと

を新株予約権の行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した

行使期間および行使条件を設けることがあります。

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体

的な買付方法の如何にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値・

株主共同の利益を守ることを目的として、上記（１）で述べた対抗措置

を講じることにより大規模買付行為に対抗する場合があります。対抗措

置を発動することについて判断するにあたっては、当社取締役会は、独

立委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置の必要性、相当性等を十分

検討した上で発動の是非について判断するものとします。

（３）対抗措置発動の停止等について

　上記（１）または（２）において、当社取締役会において具体的対抗

措置を講ずることを決定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の

撤回または変更を行った場合など対抗措置の発動が適切でないと当社取

締役会が判断した場合には、独立委員会の助言、意見、または勧告を十
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分に尊重した上で、対抗措置の発動の停止または変更等を行うことがあ

ります。例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当を行う場合、当

社取締役会において、無償割当が決議され、または、無償割当が行われ

た後においても、大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行

うなど対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、

独立委員会の勧告を受けた上で、効力発生日の前日までの間は、新株予

約権無償割当等の中止、または新株予約権無償割当後において行使期間

開始日の前日までの間は、当該新株予約権の無償取得の方法により対抗

措置発動の停止を行うことができるものとします。

　このような対抗措置の発動の停止等を行う場合は、独立委員会が必要

と認める事項とともに、法令および当社が上場する東京証券取引所の上

場規則等に従い、当該決定について適時・適切に開示します。

６．株主および投資家の皆様に与える影響等

（１）大規模買付ルールが株主および投資家の皆様に与える影響等

　大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを

ご判断するために必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締

役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を保証す

ることを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のも

とで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切なご判断をすること

が可能となり、そのことが当社の企業価値・株主共同の利益の保護につ

ながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主

および投資家の皆様が適切な投資判断を行う上での前提となるものであ

り、株主および投資家の皆様の利益に資するものであると考えておりま

す。

　なお、上記５において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルー

ルを遵守するか否かにより大規模買付行為に対する当社の対応が異なり

ますので、株主および投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の

動向にご注意ください。

（２）対抗措置発動時に株主および投資家の皆様に与える影響

　当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的

として、上記５に記載した対抗措置を講じることがありますが、当社取

締役会が具体的な対抗措置をとることを決定した場合には、法令および

当社が上場する東京証券取引所の上場規則等に従って、当該決定につい

て適時・適切に開示します。

　対抗措置の発動時には、大規模買付者等以外の株主の皆様が、法的権

利または経済的側面において格別の損失を被るような事態は想定してお
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りません。対抗措置の一つとして新株予約権の無償割当を行う場合は、

当社が当該新株予約権の取得の手続きを取ることにより、大規模買付者

等以外の株主の皆様は、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むこ

となく、当社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領

するため格別の不利益は発生しません。ただし、当社が新株予約権を取

得する日までに、大規模買付者等でないこと等を誓約する当社所定の書

式による書面をご提出いただけない株主の皆様（当社がかかる誓約書の

提出を求めた場合に限ります。）に関しましては、他の株主の皆様が当

該新株予約権の無償割当を受け、当該新株予約権と引き換えに当社株式

を受領することに比して、結果的にその法的権利または経済的側面にお

いて不利益が発生する可能性があります。また、独立委員会の勧告を受

けて、当社取締役会が当該新株予約権の発行の中止または発行した新株

予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得することにより、株

主の皆様は新株予約権を失います。）を行う場合には、当社株式の価値

の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主または投資家の

皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。

　大規模買付者等については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、

大規模買付ルールを遵守した場合であっても、当該大規模買付行為が当

社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、

対抗措置が講じられることにより、結果的にその法的権利または経済的

側面において不測の損害が発生する可能性があります。本プランの公表

は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがないようにあら

かじめ注意を喚起するものです。

（３）対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き

　対抗措置の一つとして、例えば新株予約権の無償割当を行う場合は、

株主の皆様は引受けの申込みを要することなく新株予約権の割当てを受

け、また当社が新株予約権の取得の手続きをとることにより、新株予約

権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権の

取得の対価として当社株式を受領することになるため、申込みや払込み

等の手続きは必要となりません。ただし、この場合当社は、新株予約権

の割当てを受ける株主の皆様に対し、別途ご自身が大規模買付者等でな

いこと等を誓約する当社所定の書式による書面のご提出を求めることが

あります。

　これらの手続きの詳細につきましては、実際に対抗措置を行うことに

なった際に、法令および当社が上場する東京証券取引所の上場規則等に

基づき別途開示いたします。
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７．本プランの適用開始、有効期限および廃止

　本プランは、本株主総会での承認により同日から発効することとし、有効

期限は平成31年６月開催予定の当社定時株主総会の終結の時までとします。

　本プランは、本株主総会により更新が承認され発効した後であっても、①

株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、②株主総会

で選任された取締役で構成される当社取締役会により本プランを廃止する旨

の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。また、本

プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、企業価値・株主共同の利

益の向上の観点から随時見直しを行い、株主総会の承認を得て本プランの変

更を行うことがあります。このように、当社取締役会が本プランについて更

新、変更、廃止等の決定を行った場合には、その内容につきまして速やかに

開示いたします。

　なお、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、本プランに関

する法令、東京証券取引所の規則等の新設または改廃が行われ、かかる新設

または改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の

修正を行うのが適切である場合等、株主の皆様に不利益を与えない場合等に

は、必要に応じて独立委員会の賛同を得た上で、本プランを修正または変更

する場合があります。

８．本プランの合理性

（１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した

「企業価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関

する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足して

います。また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月

30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在

り方」において示された、形式的に当該買収が株主共同の利益を侵害す

るとまでは言い難い理由のみをもって買収防衛策の発動が必要であると

の判断を行ってはならない等の内容も踏まえたものとなっております。

（２）企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって更新されてい

ること

　本プランは、大規模買付行為が行われる場合に、買付に応じるべきか

否かを株主の皆様に適切にご判断していただけるように、当社取締役会

が大規模買付者から必要な情報を入手するとともに、その大規模買付行

為や買付提案を評価・検討する時間を確保し、株主の皆様へ代替案も含
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めた判断のために必要な情報を提供することを可能とすることで、企業

価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって更新さ

れるものです。

（３）株主意思を重視するものであること

　本プランは、本株主総会での承認により発効することとしており、本

株主総会にて本プランについて株主の皆様の意思を問う予定であること

から、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。また、

本プラン更新後、有効期間満了前であっても、株主総会において本プラ

ンを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止

されることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。

（４）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本プランにおける対抗措置の発動等の運用に際しての実質的な判断は、

独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会により行われること

とされています。また、その判断の概要については、株主の皆様に公表

することとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように

本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

（５）合理的な客観的要件の設定

　本プランにおける対抗措置の発動は、上記５の「大規模買付行為が実

施された場合の対応」において記載したとおり、合理的な客観的要件が

充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会に

よる恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえま

す。

（６）デッドハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社株主総会の決議または当社取締役会の決議で廃止す

ることができるため、いわゆるデッドハンド型の買収防衛策（取締役会

の構成員の過半数を交替させてもなお発動を阻止できない買収防衛策）

ではありません。また、当社は、取締役任期を１年とし、期差任期制を

採用していないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役

会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止す

るのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

以　上
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（別紙１）

独立委員会規程の概要

・独立委員会は、当社取締役会の決議により設置される。

・独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当

社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役および社外有識者の中

から、当社取締役会が選任する。

・独立委員会は、当社取締役会から諮問のある事項について、原則としてその決

定の内容を、その理由および根拠を付して、当社取締役会に対し勧告する。な

お、独立委員会の各委員は、こうした決定に当たっては、当社の企業価値・株

主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うこととする。

・独立委員会は、投資銀行、証券会社、弁護士その他の外部専門家等に対し、当

社の費用負担により助言を得ることができる。

・独立委員会決議は、原則として、独立委員会の委員全員が出席し、その過半数

をもってこれを行う。

　ただし、委員に事故あるとき、その他やむを得ない事情があるときは、委員の

過半数が出席し、その過半数をもってこれを行う。

以　上
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（別紙２）

独立委員会の委員略歴

　本プランへの更新後の独立委員は、引き続き以下の３名を予定しております。

　須藤　修（すどう　おさむ）

　　昭和52年10月　　司法試験合格

　　昭和55年４月　　弁護士登録

　　　　　　　　　　東京八重洲法律事務所入所

　　昭和58年４月　　東京八重洲法律事務所・パートナー

　　平成５年４月　　あさひ法律事務所創設・パートナー

　　平成11年６月　　須藤・高井法律事務所開設・パートナー(現職)

　染野　光宏（そめの　みつひろ）

　　昭和47年９月　　デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ会計士事務所

　　　　　　　　　　（現　有限責任監査法人トーマツ）入所

　　昭和54年２月　　千葉第一監査法人入所

　　昭和55年３月　　公認会計士第三次試験合格

　　昭和55年５月　　税理士登録（現職）

　　昭和55年12月　　染野公認会計士事務所開設（現職）

　　平成20年６月　　当社社外監査役（現職）

　中川　幸三（なかがわ　こうぞう）

　　昭和55年11月　　デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ会計士事務所

　　　　　　　　　　（現　有限責任監査法人トーマツ）入所

  　昭和60年２月　　公認会計士登録（現職）

    平成23年10月　　中川幸三公認会計士事務所開設（現職）

　　平成23年12月　　税理士登録（現職）

　　　　　　　　　　中川幸三税理士事務所開設（現職）

　　平成25年６月　　当社社外監査役（現職）

　上記の各委員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

以　上
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（別紙３）

新株予約権無償割当の概要

１．新株予約権無償割当の対象となる株主およびその割当方法

　　当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記載された株主に

対し、その所有する当社普通株式（ただし、当社の所有する当社普通株式を除

く。）１株につき１個の割合で新たに払込みをさせないで新株予約権を割当て

る。

２．新株予約権の目的となる株式の種類および数

　　新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当

たりの目的となる株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式

併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。

３．株主に割当てる新株予約権の総数

　　当社取締役会が定める割当期日における当社普通株式の発行可能株式総数か

ら当社普通株式の発行済株式の総数（ただし、当社の所有する当社普通株式を

除く。）を減じた株式数を上限とする。当社取締役会は、複数回にわたり新株

予約権の割当を行うことがある。

４．各新株予約権の行使に際して出資される財産およびその価額

　　各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は１円以

上で当社取締役会が定める額とする。

５．新株予約権の譲渡制限

　　新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の

承認を要する。

６．新株予約権の行使条件

　　議決権割合が25％以上の特定株主グループに属する者（ただし、あらかじめ

当社取締役会が同意した者を除く。）でないこと等を行使の条件として定める。

詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。

７．新株予約権の行使期間等

　　新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、取得条項その他必要

な事項については、当社取締役会が別途定めるものとする。なお、取得条項に

ついては、上記６の行使条件のため新株予約権の行使が認められない者以外の

者が有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権１個につき当社取締役会が

別途定める株数の当社普通株式を交付することができる旨の条項を定めること

がある。

以　上
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